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研究要旨：本研究は口腔保健の向上を目的として、わが国で実施されてい

るフッ化物応用の現状と世界的視野からみたフッ化物応用の動向について

調査研究することを目的としている。本研究の平成 1２年の初年度は申請

交付から９カ月間という短い期間での研究成果となったが、Project-1 : フ

ッ化物の適正摂取量の推定と水道水フッ化物添加の技術的安全性の検討、

Project-2: フッ化物の予防技術の検討と開発に関する研究、 Project-3：フ

ッ化物応用の医療経済的評価と国際情報比較に関する研究の３分野にわた

ってまとめることができた。結論として、わが国におけるフッ化物応用は、

WHO の勧告に基づいて水道水フッ化物添加 water fluoridation をとり入

れた総合的フッ化物応用として進展することが強く望まれることである。
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A.　研究目的

　本研究は、日本歯科医学会の「フッ化

物応用の総合的見解」（平成 11 年）の

報告を受けて、わが国における口腔保健

の向上にかかわる生涯を通じた齲蝕予防

としてのフッ化物応用の予防技術・治療

評価とそれに関連するフッ化物の一日摂

取量、さらに、フッ化物応用法の国際情

報比較と医療経済的評価を検討すること

を目的とした。

　フッ化物は日常の飲食物にも天然由来

で含まれていることから、それに加えて

のフッ化物応用の実施に当たっては乳児

から成人・老人に至るまでの生涯を通し

たフッ化物の一日摂取量の検討が必要で

ある。したがって、ライフ・ステ－ジに
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応じた齲蝕予防のための適正フッ化物摂

取量（Adequate Intake, AI）を評価す

る上で、その全摂取量の基礎的デ－タを

提供することは、今後のわが国における

フッ化物応用の実施とその評価のために

は、欠くことのできない必須な資料とな

るものである。

　フッ化物応用の予防技術評価としては、

生涯を通した水道水フッ化物添加法の実

施に関わる水質および水道工学的技術の

調査および食塩へのフッ化物添加に関す

る研究など全身的な応用の検討が望まれ

ているところである。一方、局所的応用

では、臨床での効果的な応用方法の研究、

さらに従来の応用方法の改良と新しい時

代におけるフッ化物応用の開発が望まれ

るところである。

　今後の課題は、小児を対象としたこれ

までの応用だけではなく、成人および老

人にみられる歯根面齲蝕と再発性齲蝕な

どに対する予防対策とライフ・ステ－ジ

に応じた適切なフッ化物製剤の選択と応

用プログラムを作成することにある。ま

た全身的応用と局所的応用の併用や局所

応用の重複によるフッ化物の過剰摂取の

有無の偶発性についても詳細に検討する

ことが重要である。

　以上の研究課題の骨子によって、わが

国におけるフッ化物応用による齲蝕予防

ならびに口腔病予防の効果を確認し、さ

らにその有効性、安全性、技術性、地域

性などに配慮したフッ化物応用について

国民の適切な情報提供と自由選択（イン

フォ－ムド・チョイス、納得と選択）を

支援するための総合的なガイドラインを

早急に確立ことに本研究の主眼がおかれ

ている。

B. 研究方法

　本研究の規模は、（１）フッ化物の適

正摂取量の推定（ Project-1）、（２）フ

ッ 化 物 の 予 防 技 術 の 検 討 ・ 開 発

（Project-2）、とくに従来法の検討と今

後に開発されるべき課題の研究、（３）

フッ化物応用の医療経済的評価と国際情

報の比較研究（Project-3）の３分野から

なっている。

１．フッ化物の適正摂取量（ＡＩ）の推

定

　研究計画としては、一日フッ化物摂取

量の推定と栄養学的評価に関連しての歯

科医学的評価および医学的評価を検討し、

フッ化物の摂取基準を確立することとし

た。

① 食品中フッ化物分析法の妥当性の検

証

　日常の食品を試料としたフッ化物分析

法は、世界的には灰化－微量拡散法－フ

ッ化物イオン電極法またはガスクロマト

分析法などに組み合わせ分析法が主流で

あるが、分析試料の灰化条件や微量拡散

法は、研究者間で未だに標準化されてい

ない現状にある。

　フッ化物物微量拡散法は、申請者が国

立感染症研究所口腔科学部と共同開発し

たテフロン製の迅速型微量拡散装置

（Hinoide ら, 1992）が現在最も汎用性

に富んだフッ化物分析法の利点を有して

いる方法の一つであるので、これを用い

てフッ化物分析法の有用性の検証を行っ

た。

② 食品からの一日フッ化物摂取量の推
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定

　食品からの一日フッ化物摂取量を推定

するには、食品摂取基準の評価法によっ

て大きく二つに分けられている。すなわ

ち、１）マ－ケットバスケット方式、２）

陰膳方式の 2 種類であるが、本研究では

両方法について評価し、乳児から成人ま

での食品からの一日フッ化物摂取量の推

定に有用な基礎デ－タを得ることができ

た。

③ フッ化物の適正摂取量（ＡＩ）の推

定

　わが国の食品からの一日フッ化物摂取

量の分析デ－タに基づいて、齲蝕予防に

対するフッ化物摂取量の有効性と安全性

を検討した。すなわち、一人当たりの一

日総摂取量を 0.5 mg 以下と 0.5～1.0 mg

範囲での確認によって適正量（ＡＩ）の

推定についての考察を行った。

④ 水道水中至適フッ化物イオン濃度に

関する研究

　水道水フッ化物添加法が広範囲に行わ

れている米国の技術システムと水道水中

フッ化物イオン濃度のコントロ－ルとモ

ニタリング・システムに関して総合的調

査を開始した。ＷＨＯの水質基準に基づ

いた齲蝕予防のためのフッ化物イオン濃

度は 0.7~1.2 mg/L とされているが、わ

が国の水質基準では、0.8 mg/L 以下とな

っている。本年度は、、国内の天然フッ

化物飲用地区の疫学的資料を基にして、

わが国における水道水中フッ化物イオン

濃度の設定に関する妥当性を検索して、

0.7 mg/L の前後の検証に重点をおいた。

２．フッ化物の予防技術の検討・開発

①  フッ化物歯面局所応用

　これまでのフッ化物歯面局所応用は、

小児を対象とした齲蝕予防が中心となっ

ていたが、今後は高齢人口の増加に伴っ

て、成人期から老人期に発現してくる歯

根面齲蝕や再発性齲蝕に対する予防が大

きく望まれてきているところである。

　さらに、生涯を通した齲蝕予防では、

初期齲蝕の判定と歯の表面のエナメル質

やセメント質における再石灰化現象に着

目した研究の進展が必要である。これら

の研究は、臨床的な、しかも継続的な観

察を要することであるので、臨床疫学の

手法に基づいた評価でなければならない

ことで調査の継続性が強く望まれた。

②　フッ化物徐放性修復材の予防効果

　歯面にみられる初期齲蝕に対しての修

復治療としてのフッ化物徐放性コンポジ

ットレジンの適用や齲蝕予防として用い

られている窩溝填塞材やグラスアイオノ

マ－セメントなどに配合されているフッ

化物の予防効果の判定を明確にしておく

ことが必要であり、今後、その評価法に

基づいた基礎資料を提供することとした。

３．フッ化物応用の医療経済的評価と国

際比較

①　各種フッ化物応用の医療経済的評価

　医療経済的評価を行うに当たっては、

フッ化物応用実施にかかわる＜費用と結

果＞を測定する必要がある。フッ化物の

全身的および局所的応用法に健康教育プ

ログラムを組み合わせた場合の医療経済

的評価も実施した。したがってフッ化物

応用の社会的普及に関しては、とくに医

療情報と健康教育プログラムの評価が望
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まれる。これらの研究を＜費用と利用＞

の視点からの検討がなされた。

② 　フッ化物応用に関する認識調査

　フッ化物応用を推進していく上で、国

民および保健医療関係者の認識レベルと

ヘルス・プロモ－ションに参画していく

国民の実態と地方自治体レベルでのコン

センサスの成立を把握していくことは、

極めて重要な保健政策の課題である。

　本研究では、海外におけるフッ化物応

用に関する地域住民の認識調査の資料を

収集するとともに、それに関わる行動科

学的因子群の解析によるモデル化の検討

とその実施状況についての評価をまとめ

て、今後のフッ化物応用の保健政策を遂

行していく上での指針の資料とすること

とした。

C.　研究成果および考察

　口腔保健のためのフッ化物応用は、米

国を始め世界の多くの国々で実施されて

いる。世界歯科連盟（ＦＤＩ）は、1964

年の第 52 回総会においてフッ化物応用

の推進決議をし、世界保健機関（ＷＨＯ）

は 1974 年の第 28 回総会においてフッ化

物応用の推進決議をして以来、現在まで

に度重なる検討をして、関連機関との共

同研究・調査を展開して、その妥当性を

継続的に確認してきている。

　今後、わが国でさらにフッ化物を適正

に応用していくためには、新しい時代に

おける生命科学的研究手法を駆使した検

討を行い推進されるべきであることを確

認した。

１．フッ化物と骨粗鬆症

　本研究においては、フッ化物の全身的

な作用として、フッ化物の骨組織に与え

る影響にタ－ゲットを絞った文献的な考

察を行った。

　その結果、大量のフッ化物摂取、ある

いは骨粗鬆症治療薬としてのフッ化物製

剤投与は、骨密度、骨折率などに影響を

与えることが考察された。しかしながら、

水道水に添加されるような量および濃度

（1 mg/L 前後）のフッ化物では、骨密

度に影響を与える可能性はあるが、骨折

率を変化させるというエビデンスには乏

しいと考えられた。

２．フッ化物の栄養学的評価

　フッ化物の摂取基準値を作成するため

に「第六次改定日本人の栄養所要量」策

定に準じ、マンガンの摂取基準と同様な

方法で、作成するための要件を求めた。

　その結果、飲料水中のフッ化物イオン

濃度。飲水量、主要食品中のフッ化物濃

度、母乳および人工乳のフッ化物濃度を

調査し、国民栄養調査の性別年齢別食品

群別摂取量を利用して、摂取基準値（平

均摂取量）を算定できる可能性を示した。

３．フッ化物の一日摂取量評価

　乳児の一日フッ化物摂取量を評価した

ところ市販調整乳と離乳食に基づく平均

摂取量の推定値は 3 ヶ月乳児から 8 ヶ月

乳児までは、0.166~0.266 mg、さらに飲

食物と歯磨剤をあわせた一日当たりの総

フッ化物摂取量の推定値は 3 歳児で

0.352 mg 、４歳児で 0.326 mg 、５歳

児では 0.386 mg であり、米国学術会議

（Institute of Medicine）による歯のフ

ッ素症発現防止のための基準値ＵＬ（１

～３歳： 1.3 mg /day、４～８歳： 2.2

mg/day）を超えるフッ化物摂取量は認
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められなかった。また、平均摂取量は適

正摂取量ＡＩ（１～３歳：0.7 mg/day、

４～８歳：1.1 mg/day）より低いが、そ

の範囲ではＡＩに達することが推測され

た。

　この結果から、わが国におけるフッ化

物局所応用プログラムの推進においては、

一日フッ化物摂取量のデ－タからみる限

り、歯のフッ素症発現のリスクは認めら

れないが、上水道へのフッ化物の添加に

加えて、その他のフッ化物の全身的応用

と局所応用の重複によるフッ化物の過剰

摂取が起こり得るとすれば、飲食物から

のフッ化物摂取量が欧米より高い値であ

ることは考慮しておく必要があると言え

る。

　しかしながら、フッ化物は広く自然界

に存在し日常の食品の中にも天然由来の

微量元素として普遍的に存在するので、

今後、ミネラルや微量元素を含めた一日

栄養摂取量の中でのフッ化物摂取基準を

厚生労働省の「日本人の栄養所要量－食

事摂取基準－（栄養所要量策定検討会）」

に位置づけられることを強く望むもので

ある。

４．フッ化物の局所応用

　近年、齲蝕疾患とそれを取り巻く状況

が大きく変化しつつある。とくに先進諸

国における齲蝕経験の減少傾向と初期齲

蝕の検出手段の開発進歩があげられる。

この中で歯の表層における再石灰化

（remineralization）を促進するフッ化

物応用は齲蝕予防にとって重要な手段と

なってきている。

　ここでは、最近の齲蝕学と歯の表層の

再石灰化についての科学的根拠に立脚し

た上でのフッ化物応用法の検討と、「フ

ッ化物応用マニュアル（ガイドライン）」

の作成を進展させることが望まれた。

　そこで、フッ化物局所応用研究班とし

ては、本年度の課題として次ぎの項目が

設定された。

① 初期齲蝕の診断基準の変遷と初期齲

蝕検出技術の開発、すなわち、齲蝕のリ

スク・アセスメントの評価、②  歯質ミ

ネラル濃度分布の評価法、③  フッ化物

応用と歯質および再石灰化の科学の展開、

④ フッ化物局所応用方法の技術的開発、

⑤ フッ化物配合歯磨剤の疫学的評価、

⑥ フッ化物塗布法の臨床疫学的評価、

⑦ 成人・老人へのフッ化物応用とその

疫学的評価などに加えてフッ化物応用マ

ニュアルの作成。

　その結果、（ 1）初期齲蝕の疑問型の

ＣＯと初期齲蝕 1 度のＣ１に対するフッ

化物応用の適用を積極的な予防管理とし

て進める必要があること。（２）齲蝕学

分野で簡便に用いることのできる病態画

像定量法の開発、（３）齲蝕予防機序に

合致した低濃度フッ化物による歯の表層

における脱灰抑制と再石灰化促進、

（４）フッ化物洗口法の普及性、（５）

フッ化物配合歯磨剤の疫学的評価、

（６）各種のフッ化物歯面局所塗布の有

用性とその評価、（７）　成人・老年期

における歯根面齲蝕の予防に対するフッ

化物応用の有効性などの総合評価の検討

が進められた。

　以上の各課題に対する検証の内容から、

現在、世界的に普及している標準的なフ

ッ化物応用は、新しい時代における科学
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的な根拠に充分に基づいた方法であり、

わが国においても多くの人々に容認され

て一層普及されていくものと考えられる。

　しかしながら、今後の生命科学の進歩

に伴って、より最善のフッ化物応用に展

開さていくことが考察された。そのため

にも、本研究班による up-to-date の「フ

ッ化物応用マニュアル」の作成は重要な

課題である。

５．フッ化物応用の医療経済的効果と国

際情報比較

　本年度は、（１）フッ化物利用の世界

的潮流、（２）わが国における齲蝕予防

およびフッ化物応用に関する健康情報、

（３）フッ化物応用に関する社会的要請

と認識、（４）フッ化物利用による齲蝕

予防に関する経済効果についての四つの

社会学的視点からの調査分析を行った。

　その結果、海外ではフッ化物の全身的

応用の推奨が齲蝕予防ガイドラインに示

されており、フッ化物の全身的応用なら

びに局所的応用とともに広く普及し、健

康教育教材の中でも一般の人々に対して

フッ化物に対する適切な情報提供が行わ

れている

　一方、わが国では齲蝕予防法としての

フッ化物応用の位置づけは低く、実施さ

れているのは局所応用法のみである。わ

が国においては、一般の人々ばかりでな

く、保健担当者、歯科学生に対してもフ

ッ化物応用に関する適切な情報提供が充

分に行われているとは言えないことが指

摘され、国民への適切な情報提供と納得

した上での自由選択（informed choice）

を支援するためにのさまざまな媒体を利

用した情報提供が今後必要であると結論

された。

　わが国におけるフッ化物応用の受容お

よび普及過程および経済的効果に関する

研究報告は未だ乏しく、今後、社会学的

な側面からの分析や評価を行い、その結

果を公衆衛生的施策によって社会に還元

していくことがフッ化物応用を推進して

いく上で重要な課題であることが示唆さ

れた。

　以上、本年度は研究班ごとの課題につ

いて、主として報告書資料や文献につい

ての考察を中心に多くの知見が集約され

た。一部の研究項目については、実験な

らびに調査分析成績が得られたが、それ

らの成績によってフッ化物応用に関する

検討すべき課題が明確になってきたので、

次年度以降については各課題ごとの実験、

調査、解析、マニュアル作成などの進展

が期待されるところである。

Ｄ.　結論

１．口腔保健のためのフッ化物応用は世

界的に普及されているが、半世紀以上を

経た現在もさらに世界各地での普及が進

展されている。一方、わが国の厚生労働

省の「歯科疾患実態調査報告書（平成 11

年）」でみても ,他の先進諸国にはかなり

劣るがフッ化物応用の普及率は経年的に

高くなってきている。

２．フッ化物は、日常の食品や飲料水の

中にも天然由来に存在している微量元素

である。これをフッ素化合物として予防

手段に用いて普及させる上で、生体への

過剰摂取を防止するためのフッ化物摂取

基準が、米国では推奨栄養所要量
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（ recommended dietary allowance,

RDA）の中に設定されているが、わが国

においては第 6 次改定の「日本人の栄養

所要量」において検討されたようではあ

るが、未だその記載はみられない。早急

に第７次改定への検討項目となることが

望まれる。

３．フッ化物の一日摂取量の評価では、

乳幼児について市販調整乳と離乳食に基

づく平均フッ化物摂取量の推定値は、

0.166~0.266 mg、3 歳児で 0.352 mg、

４歳児で 0.326mg、５歳児で 0.386 mg

であり、米国学術会議（ Institute of

Medicine,IOM）の基準値（1～3 歳：1.3

mg/day、４～8 歳：2.2 mg/day）以下で

あった。

４．齲蝕予防を目的としたフッ化物応用

は、公衆衛生的施策としての利点が大き

いことは明らかであるが、全身的応用と

局所的応用による生体へのフッ化物の過

剰摂取は避けなければならない。その最

大の留意点は、永久歯の石灰化開始時期

の出生時から生後数年間のことである。

フッ化物の一日総摂取量の研究はそのモ

ニタリングとしての指針となるものであ

る。

５．フッ化物による齲蝕抑制・齲蝕抵抗

性付与のメカニズムは、これまでにかな

り明らかにされてきたが、新しい時代に

おける研究課題として歯の表層の再石灰

化機序に基づいたフッ化物応用の進展が

望まれた。さらに成人・老人期における

フッ化物応用の有効性の検証は、８０２

０運動に示されるようにフッ化物応用に

よる天然歯列の維持が寿命の延長ととも

に今後一層重要な研究課題となることが

示唆された。

６．フッ化物応用の国際情報比較ならび

に医療経済評価については、海外の先進

諸国と比べて、とくに全身的応用の位置

づけはほとんどみられず、局所的応用の

みが低率で実施されている状況である。

ただし、フッ化物配合歯磨剤の普及率は

約８０％に近い普及率に達してきている。

その背景にはフッ化物応用に関する保健

情報の提供が充分でないことに起因して

いることが指摘された。フッ化物応用に

関する情報についてのインフォ－ムド・

チョイス（納得による選択）のための情

報提供が急務の課題である。
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